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◆最新・行政の動き  
 
 時間外上限規制の中小企業への適用が進む中、厚生労働省は時間外・休日労働（36）協定・届出支援対
策を強力に推進しています。 
 
 中小・零細レベルでは、そもそも規制の前提となる協定未届けの事業場が少なくありませんが、同省で
は令和元年から３年計画で取組を実施しています。 
 
 その成果として、36協定届等作成支援ツールの利用者数が前年同期比 230％に達したほか、令和元年の
協定届出数は 177万 5000件を超えました。 
 
 令和２年度は、未届事業場のうち約 20万事業場を対象に、協定の必要性を明記した自主点検シートを送
付して届出を勧奨するなど、さらなる拡大を図っています。まだ協定を届け出ていない事業場は、早急な
対応が求められます。 
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◆ニュース  
 
事務所衛生基準を改正へ トイレや更衣設備の充実めざす 

 
 働き方改革関連法は平成 30年に成立しましたが、その附帯決議では事務所等の清潔・休養に関する関連
法令の見直しを求めていました。 
 これを受け、厚生労働省では、検討会を設け、事務所衛生基準規則および関係指針等の改正に向けた論
議をスタートさせています。 
 
 事務所則は事務作業に用いるオフィス等に適用されますが、その中では環境管理（第 2章）、清潔（第３
章）、休養（第４章）等について基準を設定しています。 
 
 検討会では、事務作業面の照度（現行は精密作業で 300ルクス以上等）、二酸化炭素の管理（含有率 100
万分の 5000以下等）などについて見直しを行います。 
 
 トイレ（男女別に一定数を設置）に関しても、小規模事業所で男女別の設置が遅れている現状等を改善
する方針です。 
 
自動車運送業で認証制度 働きやすい職場環境を審査 

 
 国土交通省は、自動車運送業者の職場改善を後押しする「働きやすい職場認証制度」を創設しました。 
 
 トラック・バス・タクシー業界では人材不足が深刻化しています。各社の働き方改革の取組を「見える化」
することで、求職者の業界に対するイメージを刷新するのがねらいです。 
 
 労働時間・休日や健康確保等の５分野 27項目について、「１つ星」から「３つ星」の３段階で評価します。
ただし、初年度となる今年度は９月 16日から受付を開始し、「１つ星」認定に限定して試行実施する方針です。 
 
 一般財団法人日本海事協会「働きやすい職場認証制度」ホームページ上で、紹介動画、申請書のダウンロー
ドサービス等を行っています。 
 
 

監督指導動向  
 
新型コロナで内定取消急増 悪質事案の企業名も公表 厚生労働省 

 
 厚生労働省の発表によると、今年４月に就職予定だった大学生・高校生等のうち、内定を取り消された
人の数は、令和２年８月末時点で 174人（76事業所）となっています。新型コロナの影響で、前年度・同
時期（35人）の５倍に急増しました。 
 
 内定取消には至らないまでも、入社時期繰下げの対象となった学生・生徒数は 1,210人（87事業所）の
多数に上っています（前年度はゼロ人）。 
 
 併せて、大学生 28人の内定を取り消したとして、神奈川県横浜市の生活関連サービス業者（旅行業）が
企業名公表の対象となっています。 
 
 職安則では、告示で定める基準（取消者 10人以上など）に合致する場合、学生の適切な職業選択に役立
てるため、企業名を公表できる旨の根拠規定を置いています（17条の４）。 

 



  

調査  
 
厚生労働省「令和元年度・長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導結果」 

 
 厚労省では、毎年、「長時間労働が疑われる事業場（長時間労働に関する情報を把握している事業場、過
労死等に関する労災請求が行われた事業場）」を対象として、違法残業や賃金不払に関する調査を実施して
います。 
 
 令和元年度は、改正労基法による「時間外上限規制の強化」の施行１年目（中小企業は猶予措置）でし
たが、違法残業の動向に変化がみられたのでしょうか。 
 
 違法な時間外が指摘された事業場割合は、前年度の 40.4％から 47.3％に増加しました。しかし、その
内訳をみると、時間外「80 時間超」の事業場割合が 66.8％から 37.1％に低下するなど、「過労死レベル
の長時間労働」については抑制傾向が認められるようです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ちょっと気になるのは、この「長時間労働の実態」を職場でどのように把握しているかです。 
 
 29.2％（9,859）の事業場は自己申告制を採っていますが、「機器による記録等の客観的な方法」による
事業場（タイムカード、ＩＣ・ＩＤカード、ＰＣ記録の合計）が 62.3％（20,967）を占めています。 

図表１ 前年度の監督指導結果との比較 

図表２ 監督指導実施事業場における労働時間の管理方法 



  

職場でありがちなトラブル事例  
 
悪質な流言でやむなく退職 医院もセクハラ対応怠る 

 
 医院に勤務する看護師Ａさん（女性）は、周囲でおかしなうわさが流されているのに気が付きました。
Ａさんの「私生活の乱れ」に関する誹謗中傷です。 
 
 うわさの発生源は、どうやら同僚の看護師Ｂさん（男性）のようです。 
 
 セクハラ指針では、「同僚が、性的な内容の情報を意図的・継続的に流布」することで、仕事に支障が生
じるケースもセクハラの１類型として挙げています。 
 
 そこで、医院側に対して、セクハラ防止に関する対策改善を申し入れましたが、「なしのつぶて」という
状況でした。 
 
職場にいたたまれない状況となったＡさんは退職を余儀なくされましたが、医院側のセクハラ対策の不

備を理由として、都道府県労働局にあっせんの申請を行いました。 

あっせんの内容  
 話し合いの前提となる事実の確認段階で、労使双方の主張の隔たりが埋まらないことから、いったん、あ
っせんの打切りを示唆しました。 
 しかし、両者ともに紛争調整委員会の場での解決を望むという意思表示だったため、医院側からの謝罪お
よび金銭支払いという方向で、解決案を提示しました。 
 
結果  
「合意文書をもって、医院側からの謝罪表明とする」「解決金として、金 150万円を支払う」等の内容で、

双方があっせん案を受諾しました。 

事業主の言い分 
 
当方の調査によると、Ａさんが「異性の同僚と未明まで酒席を共にした」の

が、諸々のうわさを生じる発端になっているようです。 
 
 事後の対応として、うわさを流した当人に対する注意も行っており、「放置」
という批判は当たらないと思います。金銭補償の要求には、応じることはでき
ません。 

従業員の言い分 
 
もちろん、根も葉もないうわさを流布した同僚個人に対する憤りはあります

が、組織としてセクハラ対応をおざなりにした医院側の責任も小さくありませ
ん。 
 
 退職した今でも、他の同僚は「うわさを真実」と信じているに違いありませ
ん。医院側が適切な対応を採らなかったことによる精神的・経済的損害に対す
る補償として、150万円の支払を求めます。 


